




















 相 澤 真 一
 児 玉 英 靖












































ど そ の 傍 証 と し て 論 じ ら れ た デ ー タ が、OECD が 実 施 す る PISA
（Programme for International Student Assessment，生徒の学習到達度

















科学的応用力が 4 位、数学的応用力が 7 位に準備を上げた際、新聞各紙は、
「学力　脱ゆとり効果　12 年 OECD 調査　日本の高校生、順位を上げる」
（日経新聞 2013 年 12 月 4 日）、「OECD 学力到達度調査　脱ゆとり成果「レ
ベル維持し教育再生」（産経新聞 2013 年 12 月 3 日）、「国際学力調査、日















減対象となり、例えば、小学 3 年生以上で 105 時間から 110 時間あった時











































が大学に進学した 1991 年、大学への進学者数は 52 万 1899 人であった。
このうち最も多くの割合を占めていたのは社会科学系の学生で、21 万
1627 人で、全体の 4 割以上を占めていた。そのうち、私立大学の学生は





























































































授業実践であった。2014 年度に、児玉と協働して、児玉が担当する 9 月か
ら 10 月の 12 コマ分の授業を用いて、中学 3 年生が文化祭の際にアンケー
トを配り、文化祭後、このデータの分析を行った。2015 年度は、高校の 1




























































































考察を行う。第 5 節は、教育学および教員養成の立場から、第 6 節は、中
高の教員の視点から考察を進める。








































































































































よって行われた 1 年間の教育実践が報告されている。30 人が報告を寄せ
ている 2017 年度の研究報告19 のうち、内容的にアクティブラーニングに






























































































































































































節 4 点目の論点）、意義ある形で公表を行い（第 5 節 6 点目の論点）、その




























3 段階に至った段階であると指摘する。もちろん、この第 3 段階に至るま
































研究」教育の重要性と可能性」（2018 年 8 月 29 日，於：宮城教育大学）
で行われた報告・議論を展開させたものである。本稿の執筆者のうち、相
澤は企画者・報告者を、児玉は報告者、荒井は司会を務めている。他の共
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2   文部科学省「新しい学習指導要領の主なポイント（平成 14 年度から実施）














（2018 年 11 月 30 日取得）。
7  文部科学省，2011，「学習指導要領等の改訂の経過」。http://www.mext.go.jp/
a_menu/shotou/new-cs/idea/__icsFiles/afieldfile/2011/03/30/1304372_001.pdf















10  このような大学生の学力崩壊は既に『分数ができない大学』などで 90 年代後半
前後に問われてきたものの、より一般化した状態として、2010 年前後から学術
的にもジャーナリスティックにも取り上げられてきている。






















クレットのような体裁でも良いと考えていた。以上の 2015 年度、16 年度の経緯
についても本プロジェクトのウェブサイト上の報告書に記載している。
16  ちなみに、例年は白井利明・高橋一郎編『よくわかる卒論の書き方　第 2 版』
ミネルヴァ書房，2013 年発行を使用していた。





























21  文部科学省 2018『高等学校学習指導要領解説　総合的な探究の時間編』12 頁，
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/_icsFiles/
afieldfile/2018/07/13/1407196_21.pdf，2019 年 1 月 15 日確認。
22 「論文作成過程」（関西学院高等部ホームページ、https://www.kwansei.ac.jp/












28  評価政策のまとめについては、下記の 2 点の文部科学省資料を参照。2019 年 1
月 15 日確認。
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